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研究ノート

地域企業家にとって“教養”とは何か（後編）
─ 京都中小企業家同友会との連携授業「地域創造型事業活動論」

活動報告（1） ─

景井　充ⅰ，玉村　匡ⅱ

キーワード：中小企業／地域企業，地域経済ビジョン，SDGs，教養，メタ認知

4 - 7 ．株式会社小室塗装店1）

　株式会社小室塗装店さんは，昭和32年の創業で従

業員は 6 名です。小室さんは住環境に関する幅広い

業務により，明るいまちをつくることを目指してい

ますとのことで，本当にその理念を大事にしていら

っしゃいます。塗装店一般の社会的な地位の向上も

あわせて自分はやっていきたいと，強い決意でおっ

しゃっています。その観点からこのような新しい工

法を学び，安全に常に細心の注意を払って対応して

いるとか，KES 環境マネジメントのスタンダードを

取得するというようなことで，社会的な価値にフォ

ーカスして頑張っておられることが価値の高い業務

のあり方であると考え，ここに書かせていただいた

ようなターゲットの内容，もしくは同友会の目標の

認定をさせていただいています。

　新製品を生み出すことだけでなく，新工法を学ぶ

など生産過程を改善することも，イノベーションで

あることを知って頂ければ嬉しいです。
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4 - 8 ．長嶋屋株式会社

　長嶋屋株式会社さんは，本業は電気屋さんです。平

成29年に，京の公共人材大賞も受賞しておられる会

社です。「従業員一人一人が考えて行動する」ことに

高い見識をお持ちです。長嶋屋さんも，半径500ｍに

徹底してこだわっておられます。事業のひとつめは，

「デンキの病院」。電気に関わる全てのサポート。電

気工事，家電品販売，エアコン工事，家電品の修理，

アンテナ工事など電気に関わることをすべてやって

おられます。ふたつめ，住まいの現状復旧修繕とし

ての「住まいの病院」。水道修理，雨漏り修理，ガス

修理，水回りリフォーム，外壁リフォーム，屋根工

事等，ライフラインや建物のトラブル解決をなさい

ます。電気だけではなく，水回りも，建物もと，範

囲は大きく拡がっています。そして，これに止まり

ません。 3 つめとして「暮らしの病院」です。家の

掃除，買い物代行，犬の散歩，枝切り，草刈り，お

墓掃除，ハチ退治等，暮らしで困ったなということ

の解決を，一手に引き受けられるのです。行政手続

きの代行までされていて，地域住民のあらゆる困り

ごとに全部対応していくんだという強い決意で取り

組んでいらっしゃいます。まさしく，SDGs8.2の「本

業の多様化，技術向上，イノベーション」であり，同

友会目標の「地域に密着したきめ細やかなサービス」

そのものです。教育活動についても，大変熱心です。

小学生には，登下校の見守り隊で挨拶をしてその大

切さを教えておられます。また，駄菓子屋をやって

おられます。どうして駄菓子屋をやっているんです

かとお尋ねしたところ，「『こども110番の店』をやっ

ていますが，ただの電気店にこどもが安心して入っ

て来る訳ないじゃないですか。駄菓子屋のおっちゃ

んやということで，普段から関係性・信頼を作って

おかないと，小学生がいざという時に来てくれない

んです。」とおっしゃいました。中学生には「デンキ

新聞」の取材を通じて，まちの電気屋を認知しても
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88..22：：高高付付加加価価値値、、労労働働集集約約ななどどにによよりり、、本本業業

のの多多様様化化、、技技術術向向上上、、イイノノベベーーシショョンンにに取取りり組組

むむ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2：：幼幼児児教教育育やや就就学学前前教教育育にに携携わわるる。。 

4.3：：技技術術教教育育やや職職業業教教育育にに携携わわるる。。 

4.4：：雇雇用用・・働働ききががいいののああるる人人間間ららししいい仕仕事事、、

企企業業にに必必要要なな技技能能をを備備ええささせせるる。。  

 

 

11.3：：地地域域ココミミュュニニテティィのの活活動動にに参参加加すするるななどど

ししてて、、ままちちのの活活性性化化にに寄寄与与すするる。。 

12.8：：持持続続可可能能なな社社会会やや自自然然とと調調和和ししたた生生活活

ににつついいててのの意意識識向向上上にに寄寄与与すするる 

 

17.17：：ささままざざままななパパーートトナナーーシシッッププをを推推進進すするる 

・・商商圏圏＝＝半半径径 550000ｍｍ  徹徹底底ししたた地地域域密密着着   

①①電電気気にに関関わわるる全全ててののササポポーートト「「デデンンキキのの病病院院」」電電気気工工事事、、家家

電電品品、、エエアアココンン工工事事、、家家電電品品修修理理、、アアンンテテナナ工工事事、、等等電電気気にに関関

わわるるこことと全全てて 

②②住住ままいいのの現現状状復復旧旧修修繕繕「「住住ままいいのの病病院院」」 

水水道道修修理理、、雨雨漏漏りり修修理理、、ガガスス修修理理、、水水回回りりリリフフォォーームム、、外外壁壁リリフフ

ォォーームム、、屋屋根根工工事事等等ラライイフフラライインンやや建建物物ののトトララブブルル解解決決 

③③暮暮ららししのの困困りりごごとと解解決決「「暮暮ららししのの病病院院」」 

家家のの掃掃除除、、買買いい物物代代行行、、犬犬のの散散歩歩、、枝枝切切りり、、草草刈刈りり、、おお墓墓掃掃

除除、、ハハチチ退退治治、、行行政政手手続続 

地地域域住住民民ののああららゆゆるる困困りりごごととにに対対応応すするる業業務務をを行行っってていいるる。。  

  

●●小小学学生生  登登下下校校のの見見守守りり隊隊でで挨挨拶拶のの大大切切ささ  駄駄菓菓子子をを通通じじてて

モモノノののややりり取取りり（（ここどどもも 110 番番のの店店）） 

●●中中学学生生  デデンンキキ新新聞聞のの取取材材をを通通ししててままちちののデデンンキキ屋屋のの認認知知 

●●高高校校生生  営営業業活活動動をを通通ししてて働働くく意意義義 

●●大大学学生生  企企画画立立案案をを通通ししてて仕仕事事のの楽楽ししささをを実実感感 

 

●●落落語語会会  笑笑いいでで外外にに出出るる機機会会のの創創出出、、若若手手落落語語家家のの育育成成 

●●御御香香宮宮  神神幸幸祭祭  地地域域のの人人ととのの関関わわりり 

●●ババススツツアアーー  一一緒緒にに手手作作りり体体験験 

 

 

・・工工務務店店ななどど横横ののつつななががりりのの知知りり合合いいがが多多くく、、困困りりごごととのの解解決決にに

役役立立てててていいるる。。 

地地域域にに密密着着ししたたききめめ細細

ややかかななササーービビスス  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

教教育育にに携携わわるる 

  

  

  

  

  

地地域域のの賑賑わわいいのの拠拠点点とと

ななるる 

  

  

  

地地域域産産業業とと連連携携すするる 
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151

らう活動をしておられます。

　高校生には営業活動に入ってもらって，一緒に客

先を回って働く意義を体得してもらうという活動を

しておられます。大学生には，むしろこれからのあ

るべき電気事業がどういうものなのか，あるいは具

体的な企画立案なんかも一緒に入ってもらって，仕

事の楽しさやイノベーションなどを実感してもらっ

ていますということです。

　文化活動も活発です。落語会を主催されています。

これは，地域の人達に外に出る機会を作ることで健

康を維持するということと，若手の落語家さんに落

語を話してもらう場所を提供することで，WIN-

WIN の関係をつくっていますということです。ただ，

今新型コロナウィルス感染拡大の関係でこれが実現

できていないと嘆いておられましたけれども，また

いずれ復活されるでしょう。御香宮の神幸祭での地

域の人との関わりを大切にされていますし，バスツ

アーも企画されています。これは，お年寄りを外に

連れ出して，いわゆる寝たきりを少しでも防ぎたい，

あるいは，痴呆を予防したいということです。これ

も今ちょっと実現できていないということです。

　それから，先ほどお話ししたとおり，電気，水道，

その他お困りごとがあるわけですから，工務店やそ

の他さまざまな横のつながりの知り合いが多く，困

り事の解決に役立っているということですが，これ

は長嶋屋さんの活動に共感をした方が寄ってくださ

ったり，あるいは社長の長嶋さんがそういう顔の広

い関係でたくさんの地域連携をしておられるからで

しょう。

　SDGs4.2から4.4，11.3，12.8のみならず17.17に該当

すると共に，同友会目標の「教育に携わる」「地域の

賑わいの拠点となる」「地域産業と連携する」幅広い

活動であると思います。

4 - 9 ．クリーンスペース株式会社

　クリーンスペース株式会社さんは，産業廃棄物の

処理およびリサイクル業です。こちらも総合支援学

校からの実習生の受入れ，それから障害者施設との

業務提携ということで，障害者施設さんからリサイ

クルのペットボトルを買うときは，他所から買い入

れる金額よりも高い値段で購入することによって，

側面から支援をしておられます。また，障害者の雇

地域企業家にとって“教養”とは何か（後編）（景井　充，玉村　匡）
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用も積極的に行っておられまして，ペットボトルの

仕分け作業などに，障害者の方が複数携わっておら

れます。さらに，産業廃棄物，危険物や毒劇物等の

知識を持った従業員さんを育成し，適切な処理をし

ておられます。千両松地域エコ協議会という団体の

一員として地域活動に参加したり，その他ボランテ

ィア活動にも積極的に参加をしておられます。

　SDGs 4，5，6.b，8.b，9.4，12.4，12.5に該当する

とともに，同友会目標の「地域からの雇用」「地域の

安心・安全に寄与する」「地域コミュニティの活性化

に寄与する」多彩な活動です。

4 -10．株式会社アンジェン

　株式会社アンジェンさんは，防犯設備，電気工事

等の会社で，防犯カメラ，集合インターホン，放送

設備など弱電工事を得意とされています。創業は

2003年で従業員数は 4 名，うち伏見区内在住者が 2

名です。他社でできないことを挑戦してできるよう

になりたいというのが，経営姿勢です。

　障害者，外国人，女性と，さまざまな方を雇用さ

れています。若者の雇用促進の取り組みにも熱心で，

有資格者と事業主をマッチングさせる活動をされて

います。市営住宅の火災報知器の付け替えに参画さ

れるなど，地域の安心・安全にも寄与されています。

熊本の震災の際には，ボランティアに行かれるなど

地域コミュニティの活性化にも注力されています。

5 ．地域企業の SDGs や地域経済・社会に対する 
役割に対する市民の意識

5 - 1 ．伏見連続講座
　このように地域企業，特に同友会の会員企業が地

域づくりや地域の経済に貢献をしている姿をご覧い

ただいた訳ですが，このことを伏見区役所にお話し

したところ，区長さんから「それは同友会の中だけで

する話ではもったいない。むしろ区民に向けて，そ

の話をぜひしてほしい。」と，ありがたいお言葉をい

ただきまして，2019年に「伏見連続講座」の中で，こ

の取り組みについて報告をする機会をいただきまし

た（次項 図 1 参照）。これまでに，毎年内容を変え

ながら，同友会の地域社会に対する取り組みの実例

についてお話させて頂いております。

5 - 2 ．2019年の取り組み
　2019年は，同友会が域内経済循環による持続可能

な地域づくりに取り組んでいることについて，市民

の方々にご認識いただくことを目標にしました。そ

して，また他方で，市民の皆さん方がこういうこと

に対してどのような意識や関心をお持ちなのかを聞

かせていただきたいという思いもありました。

　この話をさせていただいた後に，アンケートをと

りました。「同友会のこと，ご存知ですか？」と聞き

ましたら，結果は20パーセント弱。予想通り低かっ

立命館産業社会論集（第58巻第 2 号）
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たわけです。地元にこの認知度で良いわけはありま

せん。ただ，この講座を受講していただいたことに

よって，皆さん方から地域とともに地域経済の活性

化に尽力する団体であるということをご認識いただ

く，という効果がありました。

　その活動について，積極的に評価していただき，あ

るいはさらに発展を希求しますというようなありが

たい後押しのご意見も頂きました。その活動を広く

広報すべきであるというご意見もありました。また，

各社の実践活動を知って，「それぞれの企業で大変な

努力と知識を出し合って日本を支えているんだなと

思いました」「伏見区の経済発展に対しての心意気や

実践が素晴らしいと思いました」「伏見の人々が諦め

ない，何とかしなければ，という想いが伝わってき

ました」「まちの企業は人のつながりを大事にされて

いることがわかりました」というようなご講評を頂

きました。

　また「地域企業が必要だと思いますか？」という

質問に対しても，「高齢化に対する対応」だとか「地

域産品の販売」「地域の文化の承継」「対面販売での

会話のある温かみのある商取引」といった点で積極

的な意見もありました。

　さらに，域内経済循環は必要だと思いますか？と

いう難しい質問をしました。おそらくお答えはいた

だけないだろうなぁと思っていたら，とんでもあり

ません。「地域企業の存続にとって必要だ」「地元に

密着した流通サービスネットワークのために必要

だ」「地域経済の活性化に不可欠だ」など，まさにそ

の本質を正確に理解されていることが伝わる回答が

多かったです。今回の講座は若林正博さんという人

気の郷土史研究者のかたの歴史のお話しを目当てに

集まっていただいた40代以上の人がほとんどであっ

たにもかかわらず，こういう見解がいただけたとい

うことから，40代以上の人たちには，よく理解をし

ていただいているんだということがわかりました。

5 - 3 ．域内経済循環・地域貢献と企業
　この域内経済循環，地域貢献と企業について少し

まとめますと，いま各企業さんを見ていただきまし

たように，やはり斜陽だとか縮退なんかをバネにす

るタフな企業は，地域と長くつきあうことから生ま

れる，ということで，人々のニーズはやはり人と深

く関わり，真意や生活様式を「わがこと」として企

業側が理解することで発見することができる，すな

わち地域企業として地域に根ざすことは，企業にと

っても社会にとっても利益になる，地域の社会経済

の安定に寄与するということで，やはりそのような

地域企業として存在することで我々は地域に貢献す

ることができるんだ，ということを改めて認識した

ところです。

6 ．まちや地域が，強靱さを獲得するために

　さて，改めてまちや地域が，強靭さ＝レジリエン

スを獲得するために何が必要かということを，まと

めてみたいと思います。

6 - 1 ．域内経済循環
　（1）ひとつは，これまでお話しした地域内である

程度経済が循環し，経済が自立しているまちである

ということです。この域内経済循環については，京

都大学名誉教授岡田知弘先生が，『地域づくりの経済

地域企業家にとって“教養”とは何か（後編）（景井　充，玉村　匡）

図 1 　令和元年度伏見連続講座第17回 チラシ
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学入門（増補版）』（2020年）の中で，「地域内再投資

力」として解説しておられますので，これをもとに

作成した模式図を使って説明します。

　域内経済の中で「わが社」という会社があるとし

ます。会社はそこで労働力と設備を用いて，商品や

サービスを生み出します。そしてそれを売って儲け

るわけです。この労働力というものを，どこから調

達をするかということを考えてみますと，地域内に

お住まいの方から労働力を調達しますと，その賃金

は域内に流れます❶。そしてその域内から税収が市

役所に還ることになります❷。これとは違って，域

外から調達をしますと，賃金は域外に流出をすると

いうことになります❸。設備投資についても同じこ

とが言えます。域内の企業さんから買いますと，代

金は域内で払われます❹。しかし，域外の他社から

買いますと，お金は域外に出て行きます❺。また，域

内の企業さんに設備を売れば，代金は域内に還って

きます❻。家計に対する販売を考えてみますと，域

内の人に販売をしますと代金は域内に入ってきます

❼。が，域外の他社から買いますと，代金という形

で域外にお金は出て行ってしまいます❽。市町村の

公用調達についても同じことが言えます。公用調達

を域内の会社さんから行っていただきますと，公用

調達費用は域内にいきます❾。その結果，税金はま

た還ってくるということになります。しかし域外の

会社から公用調達をしますと，その費用は外に出て

しまって❿，税金は払われないということになりま

す。域外他県についても同じことが言えます。

　ただインバウンドは別です。つまり域外の家計に

対して，域内の企業が売りますと，お金は域内にイ

ンバウンドとして戻ってきます（a）。同じことは域

外の他社さんに物を売っても，やはりインバウンド

として代金は入ってきます（b）。ということでこの

ような形で域内経済循環を高めようとしますと，こ

の❻❼❾ ab を増やすように頑張って，そして❶❷

❸❹をできるだけ減らしていくということが大事な

んだということです。

　（2）付加価値を高める

　もうひとつは，付加価値を高めることです。これ

も，岡田知弘先生が前掲書の中で，図を用いてお話

しされているので，ご紹介します。

　旧来の生産出荷モデルは，原材料生産者が加工業

者に売ってお金を儲けるというだけでした。これで

すと，域内経済循環としては，この加工業者から得

られる生産賃（付加価値 a）だけになってしまいま

す。しかし，この加工を域内の加工業者に頼めば，そ
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図 2 　域内経済循環の模式図
出所：岡田（2020，p.176）に基づいて筆者（玉村）作成
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の販売業者さんに売った加工賃（付加価値 b）も域

内に止まることになりますし，販売を域内の販売業

者さんに頼めば，販売費（付加価値 c）も域内に止

まることになりますから，その付加価値は（付加価

値 a ＋ b ＋ c）になって，結局それが雇用者の報酬

になり，企業の所得になり，財産所得になり，税金・

社会保障となって，これ全体が域内で循環すること

になるので，こういう形で域内で企業間取引をする

ことの大切さはご理解いただけると思います。

　（3）「漏れバケツ」モデル

　大学院大学至善館教授枝廣淳子先生は，『地元経済

を創りなおす』（2018年）の中で，「漏れバケツ」と

いうモデルと，「LM3」という指標を用いてお話し

になっています。

　要するに， 1 万円のお金を使った場合に，域内に

何割くらい止まるのかを調査してみれば，たとえば

20％しか止まらないまちでは，同じ割合でぐるぐる

廻ったとしても，せいぜいまちの中を廻るお金は

12,480円止まりであるのに対して，80％が止まるよ

うに工夫すると，同じ 1 万円でもまちの中を廻るお

金は約50,000円にもなりますよということです。如

何に，お金を止めるようにするかが大事だというこ

とが理解できます。そして，指標としては，これを

3 回廻したもの（3巡目までのお金の流れ）で考えま

しょうとされています。そこで「域内（Local）乗数

（Multiplier）の 3 」ということで「LM3」と呼ばれ

ています。

　（4）伏見区内の実態調査

　（4）－①　企業調査

　そこで私たちは，2018年に，伏見区内の同友会の

会員企業29社を対象にして調査してみました（図 4

参照）。その結果，最も循環率が高かったのが，やは

り設備投資です。建物を建てるときは，地域の工務

店さんに頼むなどで，域内経済循環率は94.85％でし

た。つまり 1 万円のお金を使いますと，9,485円が伏

見区内に留まったということです。最も循環率が低

かったのがサービスで，広告宣伝などは依頼先が東

京などになりますので，わずか10.71％でした。移出

率が非常に高いということになります。結局平均し

ますと，伏見区内に留まったのが大体 4 分の 1

（25.86％）。京都市内も含めて留まったのが，大体半

分くらい（50.36％）ということがわかりました。そ

して，先ほどの LM3を計算すると1.32ということに

なりまして，1,000,000円のお金が最終的に1,325,473

円になるということで，私たちは，プラス325,473円

という付加価値額について，「まだこれくらいにしか

ならない」と捉えるべきで，これを1.5，1.6とどんど

ん上げていくことが，域内経済循環率をあげるとい

うことになります。これから，どうしたらここを上

げられるのかということについて考えていかなけれ

地域企業家にとって“教養”とは何か（後編）（景井　充，玉村　匡）

図 3 　域内経済循環における付加価値
出所：岡田（2020，p.303）の図を筆者（玉村）が一部改変・加筆
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ばなりません。

　（4）－②　家計調査

　併せて家計の買い物調査もしました。図 5 のグラ

フは，伏見区内に資本があるスーパーから買った割

合が 9 ％，京都市内に資本のあるスーパーから買っ

た割合が15％，京都府内の資本のスーパーから買っ

た割合が 8 ％，京都府外の資本のスーパーから買っ

た割合が22％という結果になりました。ただ，図 6

のグラフをご覧下さい。これは域外への移出に占め

る各商品の割合を表しています。食料品は実に57％

で，全移出額の半分以上を食料品の購入額が占めて

いるわけです。食料品の地元資本による供給量を増

やして，ここを大きくすればその効果は非常に大き

くなりますし，ここが小さくなれば非常にダメージ

が大きいということが分かります。

　どうして伏見区外で買うのかの理由も尋ねました。

品揃えがない，大型店の方が便利，などが理由にな

ります。こういう理由を細かく調べていくことによ

って，地域の企業がどうすれば区域内での消費を担

うことができるかがわかっていくということになり

ます。
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図 4 　域内経済循環および地域内乗数効果分析表（全業種）
出所：2019龍谷大学 SDGs キャップストーンチーム（2020）

図 5 　すべての品目の資本の移出先
出所：2019 龍谷大学キャップストーンチーム（2020）
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　（4）－③　アクションプランの策定

　このような調査研究の総括として，私たちは，

SDGs も含め，持続可能な地域社会の創造のための

アクションプランを明確にすべく， 3 つのアクショ

ンプランを定めました。ひとつは，地域が魅力のあ

るまちになるよう，地域セクターと協働し，地域特

性を分析してまちの強みと課題を抽出し，強みを伸

ばし課題を解決するように努めるということが大事

です。ふたつ目は，相互に提携し，あるいは域内事

業者間で連携して，地域の住民（消費者）の皆様が

満足していただける地域に密着した新たな商品やサ

ービスの創出につとめなければならないということ

です。そして最後に，地域における域内経済循環を

進め，それを持続させるために，域内で資材を調達

し，域内の金融機関を活用し，域内の消費者に供給

すると共に，域内の区民へ啓発活動を行うことが大

事だと思っています。

　（4）－④　域内経済循環の必要性

　持続可能で魅力的なまちへの処方箋ということで，

域内経済循環で企業が持続的に存続すること，域内

企業が積極的に地域コミュニティの活性化に寄与す

ること，そのためには行政をはじめとする関係機関

と連携するとともに，地域企業間における連携を緊

密にすること，これらがすべて『地域経済ビジョン

【京都版】』に示されています。

　そして，自社に常にそれらが一定達成できている

ということを，各会員企業，あるいは会員企業外の

中小企業の皆さんにしっかりと知ってもらいたいと

思っておりますし，会員企業間の取引の活性化を中

心として，伏見区内における循環率を先ほど25.86％

と説明しましたけれど，改めて広く多く調査をして，

それを取り組みの基礎データとすることが大事だと

思っています。また先ほどの10社だけではなくて，も

っとたくさんの方々の調査をさせて頂いて，取り組

みの裾野を広げることを根気強くやっていく，そし

てそれを区から市全体へ，そして府下へ，ひいては

全国へと，この取り組みを拡げていかなければなら

ないと思っています。

6 - 2 ．防災と社会変化への対応
　レジリエンスを獲得するため，もう一つ大切なこ

とがあります。それは，災害に強いまちや，高齢化

社会に対応できるまちにしていくことです。これも

大事だと思っています。

　図 7 は，マスクの国内生産の推移を見たものです

けれど，2019年は家庭用として輸入に頼っていると

ころがいかに多かったか，マスク不足がなぜ起こっ

たかというのは，このグラフを見れば一目瞭然です

ね。

　表 1 の日本の食糧自給率と見ますと，米，鶏卵，野

菜，乳製品，魚介類などは高いですが，それ以外の

ところはとても少ないです。食料自給率も，国の強

みに直接影響します。また，自給率自体は高くても，

加工のためのエネルギーを輸入に頼っている以上こ

こも脆弱性の元になります。

　図 8 ・ 9 のエネルギーの自給率を見ても，日本は

2010年に20％だったものが，わずか10年弱で11.8％

と半分程度になっている。こういう現実もしっかり

と受け止めていかなければなりません。やはり今ま

でのようなジャスト・イン・タイム（泥縄式）でい

いんだという経済効率一辺倒の考え方から，ジャス

ト・イン・ケース（いざという時の備え）というも

のに意識を変える必要があるでしょう。また，ある

いは「地産地消」から「地消地産」もしくは「地産

地域企業家にとって“教養”とは何か（後編）（景井　充，玉村　匡）

図 6 　買い物における品目別の資本移出先
出所：2019龍谷大学キャップストーンチーム（2020）
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図 7 　マスク生産（国内生産・輸入）数量推移
出所：農林水産省 HP：https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/ohanasi01/01-01.html

出所：一般社団法人 日本衛生材料工業連合会 https://www.jhpia.or.jp/data/data7.html

表 1 　品目別自給率と国民 1 人 1 年あたり消費量の変化
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地商」にシフトしていくことも大切です。

　これはどういうことかというと，「地産地消」とい

うのは地域でできた，できちゃったものは地域でで

きるだけ食べましょうといった受身的な無計画な話

なんですが，そうじゃなくて「地消地産」，地域で必

要とされるものを発見して，それを地域で積極的に

生産していきましょう，という枝廣淳子先生のご提

言，あるいは「地産地商」，すなわち，地域で生産し

て地域で販売をしていくという，計画的な生産販売

を心がけましょうという駒澤大学の吉田敬一先生の

ご提言，こういうところに意識を向けていくという

ことが持続可能な社会に向けてわたしたちが今取り

組まなければならないところであり，コロナ禍を経

て，我々が改めて認識をしなければならないところ

だろうと思います。これらのことも，『地域経済ビジ

ョン【京都版】』には示されています。わたしたちは，

この「地域経済ビジョン【京都版】」をしっかりと理

解し，実践をしていくということが大事であると考

えておりますし，学生の皆さんを含めて沢山の方々

に，この内容を知っていただくということが大事で

あると考えております。その意味でも，このような

講義の機会をいただきましたことを大変嬉しく思っ

ておりますし，どうか皆さまのちょっと頭の片隅に

置いていただいて，これからこういう形の取り組み

にもご協力いただければ有り難いです。

　それでは，私の講義を終わらせていただきます。ど

うもありがとうございました。

7 ．メタ認知を“教養”と見立てる

7 - 1 ．�「中小企業」から「地域企業」へのイノベー
ション

　玉村氏よる講義の趣旨は，京都中小企業家同友会

の作成になる『地域経済ビジョン【京都版】』を会員

地域企業家にとって“教養”とは何か（後編）（景井　充，玉村　匡）

図 8 　主要国の一次エネルギー自給率比較（2018年）
出所：資源エネルギー庁HP https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/energyissue2020_1.html

図 9 　我が国のエネルギー自給率
出所：資源エネルギー庁HP https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/energyissue2020_1.html
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企業がそれぞれ具体的事業課題として受け止めて

日々の活動の中に落とし込み，その実践を通じて事

業活動と地域社会の発展を共に追求しようと呼びか

けるものである。その際，玉村氏のスタンスの注目

すべき特徴は，日々の事業活動に対して新たな課題

認識や活動の注入を図るのではなく，日々の事業活

動が『地域経済ビジョン』で掲げられた実践的諸課

題への取り組みをすでに具体的に実践するものとな

っていることを明らかにすることを通じて，日々の

事業活動に対する有意義な自己認識と確信へと誘い，

地域企業としてなお一層の成熟を遂げて強靭な地域

社会の創造に貢献することを目指している点にある。

　そのような意図のもと，戦略的に大きなウェイト

が置かれているテーマは，事業活動への「SDGs」の

内部化と地域社会・経済のレジリエンスの獲得であ

り，後者についてはさらに，「域内経済循環」の意識

的構築，災害対応，エネルギー問題や食の問題が論

点化されている。初期の CSR 活動のような外付け

HD の如き「社会貢献活動」ではなく，地域企業の

事業活動それ自体が地域創造活動となっている姿を

確認し，さらにその方向をより進展させて強靭な柔

構造を持つ地域社会経済の創造へ進んでいこうとの

呼びかけがなされる。「中小企業」から「地域企業」

へのイノベーションとは，この謂いである。

　若干，個別に言及しておきたい。

　まず SDGs に関わっては，「SDGs が，京都中小企

業家同友会が示した，先ほどの 8 つの行動目標と密

接に関連していることを実感し，SDGs をより身近

なものとして誰もが取り組むことができるものとし

てとらえ直す」ことを企図し，「地域企業，特に同友

会の会員企業が地域づくりや地域の経済に貢献をし

ている姿」をいくつかの企業の事業活動に即して明

らかにすることに向けられている。域内経済循環に

関わっても同様に，「自社にそれら（『地域経済ビジ

ョン【京都版】』を指す ─ 引用者）が一定達成で

きているということを，各会員企業，あるいは会員

企業外の中小企業の皆さんにしっかりと知ってもら

いたい」という意図が示されている。これら二つの

テーマに即して，中小企業の日々の事業活動がすで

に，上に記したような意味で「地域企業」と呼ぶに

足る実態とポテンシャルを持つものであることを明

らかにしようとしているのである。

　「域内経済循環」は，なんらかの地域エリアを想定

し，その地域エリアの経済的活性化 ─“稼ぐ力”

の増大 ─ によって地方創生を実現することを目

指す経済戦略・政策である。だが，玉村氏のここで

の力点は，地域社会の持続可能性を担保する最重要

の柱として地域経済の仕組みを構築することにある。

実際，中小企業が全企業の99.9％を占めると言われ

る京都市は極めて多様性豊かで高密度の産業集積を

今なお保有しており，京都市域の社会経済的持続可

能性を維持発展させるうえで，域内経済循環のより

一層の進展は可能でもあるし必要でもある。

　こうした京都エリアの経済社会的持続可能性をさ

らに広げて考えれば，経済社会活動を根底で支えて

いるエネルギー問題に当然関心が向くことになるし，

木造建築物の密集する京都市街地の災害対策や，す

っかり工業化した食に関わるシステム的諸問題もま

た視野に入ってくるのは当然のことである。

7 - 2 ．「VUCA の時代」と「メタ認知」
　玉村氏の取り組みは，「中小企業」から「地域企

業」へのイノベーションをどのようにして実現して

いくのかという課題に取り組むうえで重要な提案と

なっている，というのが筆者の見立てである。玉村

氏の研究は，認知心理学のテーマである「メタ認知」

を，中小企業という組織レベルで，今日的状況に即

して実践することを提案するものだからである。

　「メタ認知」は近年，心理学や教育学の分野を超え

てビジネス分野においても関心を集めるようになっ

た。冷戦終結後のグローバリズム経済の進展によっ

て社会経済環境が激変したことがその状況因であり，

「答えのない時代」「先の読めない不透明な時代」「多

様性の時代」と言われるような社会経済環境がそれ

である。一言にして，「VUCA の時代」の到来など

と語られる。「VUCA（ブーカ）」とは，「Volatility

立命館産業社会論集（第58巻第 2 号）
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（変動性）」「Uncertainty（不確実性）」「Complexity

（複雑性）」「Ambiguity（曖昧性）」という， 4 つの

単語の頭文字を並べた造語である2）。冷戦終結に端

を発する不透明かつ変化の激しい社会経済状況（20

世紀システムの解体！）を指し示す言葉として1990

年代から米軍が使い始めた軍事用語が，2010年代以

降になって経済分野でも使われるようになった。こ

の時代にあっては，「カイゼン」活動に代表されるよ

うな，所与の環境・枠組みや価値観・評価基準の中

で最高のパフォーマンスを実現するための技術的合

理性を追求することによってのみでは，企業は競争

力を維持できなくなった。シリコンバレーから生ま

れた数々のベンチャーが引き起こしたようなゲーム

チェンジ＝イノベーションが日常化する中で，企業

は単に所与の経済社会環境の中でテクニカルな実践

知に磨きをかけて競争優位を獲得・維持するだけで

はなく，自らゲームチェンジ＝イノベーションを引

き起こすレベルの事業活動を展開しなければならな

くなった。少なくとも，ゲームチェンジ＝イノベー

ションがしばしば起きる環境に臨機応変に対応でき

なければならなくなった。もちろん，中小企業も例

外ではない。かくして，ゲームチェンジ＝イノベー

ションを発想し具体化し，また対応できる，組織行

動における自身および経済環境への客観的認識能力

と機動的な主体性や創造性が強く求められることと

なり，「メタ認知」に関心が集まったわけである。

　さてそこで，「メタ認知」とはなにか，考察を進め

るために簡単に整理しておきたい。「メタ meta」と

は，“～の後に”から転じて“～より高次の”とか

“～を超越した”などの意味を持った，ギリシャ語の

接頭語である。ここから，メタ認知とは「認知に対

するより高次の認知」を意味する。詳しく言えば，自

らの認知活動（知覚・記憶・学習・言語・思考など）

をより高次の認知活動によって客観的に把握し制御

すること，である。人間の認知活動が「刺激 ‐ 反

応」図式に還元できない立体的な構造を持つもので

あることを捉えた概念だと言えよう。「メタ認知」の

理論的構成成分は，以下のように示される。

　「メタ認知的知識」はさまざまな知識資源を指し，

「メタ認知的知識」を動員して展開する認知活動を

「メタ認知的活動」という。以下，例を添えて理解を

進めてみよう。「人間の認知特性についての知識」は

人一般，自分自身，他者に関わる一般的認識で，“酒

に酔うと判断能力が低下する”，“自分の趣味は鉄道

関連グッズのコレクション”“友人の A は記憶力抜

群，B は数学が得意”といったもの。「課題について

の知識」は対応・解決すべき課題についての認知で，

“C 大学の国語の入試問題の出題傾向はこうした点”，

“次回対戦チームの長所はここで弱点はここ”など。

「方略についての知識」は課題解決や目標達成に向け

た技術や方法についての知識を指し，“創造性を育む

最良の技術はノート術”，“チーム作りの秘訣はフラ

ンクなコミュニケーション”といったもの。「メタ認

知的モニタリング」は，メタ認知的知識を用いて自

分自身の認知活動や実際の行為プロセスを客観的に

把握・評価する活動を指し，課題や環境との整合性

や妥当性をチェックする。“この問題にはこの解法で

正しいのか”，“自分は当該分野の課題解決に十分な

知識と経験を持っているから大丈夫”などの判断・

評価である。「メタ認知的コントロール」とは，「メ

タ認知的知識」や「メタ認知的モニタリング」で得

られた情報を使って認知活動を制御し，課題や環境

との整合性に照らした認知活動の確認や修正をおこ

なうことである。“この課題について詳しい先輩から

指導を得よう”とか“より高度な経営の知識を取得

する必要があるからビジネススクールへ通うことに

しよう”といった，次の認知活動や行為の展開に繋

がっていく。

　「メタ認知」が持つこうした認知活動のプロセスの，

その最も重要な実践的価値を記せば，認知活動を直

接的な主観的・客観的状況への拘束・埋没から引き

剥がして俯瞰的視点を提供し，直接的な状況に対す

る客観的認識の機会を与え，またオルタナティブを

考案する機会を創出して，創造的な行為の可能性を

拓くこと，である。これは，「ダブルループラーニン

グ double loop learning」の実践的意義・効果に重な
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る。

7 - 3 ．�地域企業家にとっての“教養”としての「メ
タ認知」

（1）地域企業家にとっての「メタ認知」
　「VUCA の時代」とビジネス界における「メタ認

知」論の意義とについて一瞥したわけだが，本稿で

はこれを「VUCA の時代における地域社会経済」と

中小企業＝地域企業にとっての「メタ認知」の意義

へと，問題構成を移したい。すなわち，中小企業が

単なる経済主体から地域の社会経済的持続可能性を

現実化していく地域創造主体となっていくことが

「中小企業」から「地域企業」へのイノベーションで

あると考えるとき，「メタ認知」をその転換を実現す

るエンジンとして位置づけることができるのではな

いか，ということである。なおその際，重要な相違

がある。「VUCA の時代」が容赦ないグローバルレ

ベルの経済競争と淘汰の状況を指し示し，「メタ認

知」がその中で生存と優位を獲得する戦略的な知的

技術として注目されているのに対し，「VUCA の時

代における地域社会経済」の持続可能性を実現する

という課題にとっての「メタ認知」は，地域内経済

循環の提唱に見るとおり，「VUCA の時代」への対

抗的性格すなわち地域主義的志向を不可避的に持つ。

　この点を押さえたうえで，本稿は地域企業家にと

っての“教養”として「メタ認知」を据えたいと考

える。つまり，地域創造主体としての中小企業にお

けるこうした「メタ認知」活動を，「地域企業家にと

って“教養”とは何か」という問いに対する答えの，

その重要な構成成分としたい。「メタ認知」活動を，

今日的課題 ─「VUCA の時代」の波に洗われる

地域社会経済の持続可能な相対的自立性を獲得する 

─ において「新しいこと」＝イノベーションを起

動する知性として位置付けたいと考える。「VUCA

の時代」に加え，国内で進む急速な人口規模の縮小

や高齢人口の膨張といった課題状況が深刻さを増し

ている中で，「中小企業」が改めて「地域企業」へと

ありようを変えていくエンジンとして，「メタ認知」

を創造的な“教養”と見立てたいわけである。

　実際，「中小企業」から「地域企業」へのイノベー

ションを実現するためには，リアルな変革志向を持

つ「メタ認知」が必要である。現場にとってリアリ

ティのある，そして実践的に展望を切り拓くことの

できる，創造的なメタ認知の営みが必要である。現

場のリアリティを言語化して当事者に客観的かつ実

践的な了解を獲得させる契機となるメタ認知活動と

その言語化が必要である。メタ認知は「もう一人の

自分の視点で自分を客観視すること」などとも説明

されるが，そうした認知活動にとって他者とのコミ

ュニケーションは不可欠である。個々の中小企業の

自助努力だけでは限界があるからである。これまた

まったく新しいことを始めるのではなく，同友会運

動の中でも大きな柱を成している「経営指針」の確

立や，「10年ビジョン」を各企業が練り上げるプロセ

ス，また精力的に続けられている例会や勉強会は高

密度かつ組織的な「メタ認知」活動の場となってい

るのであって，これを方法自覚的に練磨していくの

が効果的である3）。上に見たメタ認知の理論的成分

について，そのありかたや内容をイノベーション志

向に切り替えていくことによって，「中小企業」から

「地域企業」へのイノベーションを内発化させる可能

性を手に入れることができる。

　玉村氏を中心にして進められている調査研究・教

育活動は，特段目新しいものとは見えないかもしれ

ない。しかし，調査対象となった中小企業にこの調

査活動の成果が適切にフィードバックされるとき，

それは単なる情報提供のレベルを超え，調査に協力

された中小企業にとって＜「メタ認知」それ自体のイ

ノベーション＞としての意義を持たせることが可能

である。この組織的かつ創造的な＜「メタ認知」それ

自体のイノベーション＞こそが，グローバルな

「VUCA の時代」の中で，「中小企業」から「地域企

業」へのイノベーションを実現し，人と暮らしを守

る「地域企業」の事業活動におけるエンジンとなる

べきものであると，筆者は考える。
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（2）「訓練された無能力」を超えて
　最後に，＜「メタ認知」それ自体のイノベーショ

ン＞を遂行し，「メタ認知」を主体的創造活動の原動

機としていくために克服すべきものに言及しておき

たい。官僚制が生み出す人間的問題としてアメリカ

の社会学者ロバート・K. マートンが指摘した，「訓

練された無能力 trained incapability」という問題で

ある。それは，批判的な「メタ認知」活動を喪失して

状況に埋没することの悲劇を描き出したとも言える。

　訓練された無能力とは，人の才能がかえって
欠陥または盲点として作用するような事態のこ
とである。訓練と技倆にもとづいてこれまでは
効果のあった行為も，変化した条件のもとでは
不適当な反応に終わることがある。技倆の発揮
に柔軟性が欠けていると，変化した環境の下で
は多かれ少なかれ重大な不調整に陥る。（中略）
一般に人は自分が過去に受けた訓練と合致した
方策をとるが，重要な変化に気が付かない新し
い条件の下では，これまでの訓練が万全であっ
ただけに，誤った手続きを取るようなことにな
る（ロバート・Ｋ . マートン，1961，pp.181-182）。

環境の変化に認知活動の変革が追い付いていない私

たちの状況を的確に指摘してはいないだろうか。

　千代田区立麹町小学校の改革によって一躍注目を

浴びた工藤勇一氏の取り組みは，「学校」という場で

の「訓練された無能力」状況を打破しようとする内

発的なイノベーションと評価することができる。「訓

練された無能力」は決して官僚制の中でのみならず，

合理的に整備された制度的行為空間であれば，程度

の差はあれどこでも起きている。近代化の過程にお

いて「服従と受動的適応」の文化を刷り込まれた私

たちは，「訓練された無能力」に陥るような環境とそ

れへの適応のありかたを選んできた。しかし今や，

「服従と受動的適応」ゆえの「訓練された無能力」こ

そが，あらゆる制度空間においてイノベーションを

阻害していることを知らねばならない。「服従と受動

的適応」の中に閉じ込められてきた「メタ認知」の

ありかたを転換することは，この「訓練された無能

力」を打破する一つの契機となり得る。「訓練された

無能力」を生み出す閉塞状況から抜け出し，私たち

の未来を創造していく自由と可能性を手に入れるた

めに，「新しいこと」の発火点として「メタ認知」活

動を意識的・創造的に駆動することの重要性は，今

や極めて高いのである。

　なんとなれば，人口減少や京都市の財政危機など

多様な要因が絡んで京都エリアの将来について厳し

い状況が予想される中で，地域創造の主体としての

中小企業家がどのような地域経済を構築することを

目指し具体化していくかは，京都エリアの将来を決

定づけると言っても過言ではないと思われるからで

ある。実際，2021（令和 3 ）年 1 月 1 日時点での京

都市の人口は140万720人を数え，全国市区町村の中

で 8 位のスケールを誇るが，前年比8982人という減

少数は全国市区町村中 1 位であった。京都市では，

2035年には130万人を下回る人口規模になると想定

しているとのことである4）。社会的諸課題の解決を

目指した組織的活動主体として日本においても社会

的企業（ソーシャルビジネス）が関心を集める中で，

戦後日本の復興と成長を創造してきた数多の中小企

業の事業活動もまた，社会経済世界とりわけ地域的

な社会経済システムの構成主体としての存在性格を

改めて意図的に獲得していく ─「中小企業」から

「地域企業」へのイノベーション ─ ことが求めら

れていると言えるだろう5）。

　そうしたイノベーションを実現するために，＜「メ

タ認知」それ自体のイノベーション＞を推し進め，そ

うして訓練された「メタ認知」を原動力にして，「新

しいこと」を起動していくこととしたい。

注
1 ）		  本稿（後編）の執筆分担は， 4 ．の続きから 6 ．

までが玉村， 7 ．が景井である。
2 ）		  「VUCA の時代」における機動的な組織行動の

技術として，「PDCA サイクル」に代わり「OODA
（ウーダ）ループ」─「Observe（観察）」・「Orient
（方向づけ）」・「Decide（意思決定）」・「Act（行
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動）」─ が提唱されている。https://www.
keyence.co.jp/ss/general/manufacture-tips/
ooda-loop.jsp（最終閲覧日：2022年 7 月 6 日）な
どを参照されたい。

3 ）		  私見によれば，「10年ビジョン」は組織的な「メ
タ認知」活動の結晶体である。拝見する「10年ビ
ジョン」からは，作成過程でどのような「メタ認
知」活動が展開したかをたどることができ，感動
すら覚える。「メタ認知」は基本的に個人心理学的
に研究されてきており，ビジネス関連の実用的議
論の中でも，個々のビジネスパーソンの知的能力
開発の視点から言及されていることが多い。しか
し，山積する多様な社会的諸課題の解決を図るに
は組織的・集団的アプローチが必須なのであって，
組織的・集団的活動の変革のためには，そのレベ
ルに即した「メタ認知」論がなくてはならない。社
会的諸課題の創造的解決を目指す集団的・組織的
活動における「組織学習」論の豊かな展開が望ま
れる所以である。

4 ）		  https ://uchicomi .com/uchicomi-t imes/
category/topix/main/14504/?page= 1（最終閲覧
日2022年 7 月 8 日）。なお，人口減少に関わる課題
は，人口規模の単なる回復・維持ではなく，人口
減少に応じた社会経済システムの再構築である。

5 ）		  中小企業は社会学のいう中間集団 ─ 国家と
個人との間にある様々な集団や組織で，家族・組
合・同業者集団・農協や漁協・同窓会・地域コミ
ュニティなど ─ のひとつとして，日本経済社
会において極めて重要な役割を果たしてきた。改
めて地域創造主体となることによって，経済社会
的世界のグローバル経済への一元的収斂から，地
域社会とそこに暮らす人々を守る経済社会機構と
しての役割を果たすことになろう。
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